
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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③標準的画地の形状等
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(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地
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訳
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①指定基準地番号
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の
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要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗 店舗、一般住宅等が混在
する都道沿いの商業地域

大小前停50 m

特にない １３ｍ都道 大小前停東方50 m

人口減少及び高齢化は続いているものの、緊急事態宣言解除に伴い来
島者数は増加しており、需要は回復傾向にある。

店舗、一般住宅等が混在する都道沿いの商業地域であり、地域要因に
格別の変動要因はない。

個別的要因に変動はない。

店舗、一般住宅等が混在する都道沿いの商業地域であり、地域要因に特段の変化はなく、当分の間は現状を維持
すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は流通性の観点から実際の取引価格を基礎としており、実証的な価格である。主な市場参加者は類似不動産の
取引市場の状況・取引価格等の市場性を重視して購入の意思決定を行う傾向にある。以上より、市場性を反映した比準
価格を妥当と判断し、島内における他の地価公示標準地の価格水準等をも検討のうえ、鑑定評価額を上記のとおりと決
定した。

同一需給圏は島内中心部への接近性に優れた商業地域であり、繁華性の高い都道沿いの商業地であれば代替性はより強
い。当該地域における需要者層は地方公共団体が主である一方、民間による取得は少なく、中心となる価格帯を見出す
ことは困難である。新型コロナウィルス感染症により来島者数は大きく減少し商業地需要は弱含んだが、緊急事態宣言
が解除されたことに伴って来島者数は増加しており、需要は回復傾向にある。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

八丈(都) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 5

八丈(都)　5 － 1 東京都 区部第４ 不動産鑑定士 渡邉　大樹

一般財団法人日本不動産研究所

令和 4 6 2

令和 4 7 4

八丈町大賀郷１２５５番１ 455

1：3.5 ＲＣ 1

北西13 m

都道

水道

（都） 
(70,200)
（その他）
土砂警戒

20 90 40 40 低層店舗地

15 30 450 長方形
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低層店舗地 ない

25,000

／

／

／

令和 4

1.1

11,400,000 25,000

□ □■

30,500

八丈 5 1

100.0

100.0 122.4

100.0
24,900

0.0
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